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令和３年８月３１日 
 

特定商取引法違反の訪問販売業者に対する業務停止命令（９か
月）及び指示並びに当該業者の代表取締役等２名に対する業務
禁止命令（９か月）について 
 
〇 消費者庁は、水回りの修繕等に係る役務の提供を行う訪問販売業者である

株式会社アクアライン（本店所在地：広島県広島市）（以下「アクアライン」

といいます。）に対し、令和３年８月３０日、特定商取引法第８条第１項の

規定に基づき、令和３年８月３１日から令和４年５月３０日までの９か月間、

訪問販売に関する業務の一部（勧誘、申込受付及び契約締結）を停止するよ

う命じました。 

 

〇 併せて、消費者庁は、アクアラインに対し、特定商取引法第７条第１項の

規定に基づき、再発防止策を講ずるとともに、コンプライアンス体制を構築

することなどを指示しました。 

 

〇 また、消費者庁は、アクアラインの代表取締役である大垣内剛（おおこう

ち たけし）及びお客様相談室室長である蛭間勝利（ひるま かつとし）に

対し、特定商取引法第８条の２第１項の規定に基づき、令和３年８月３１日

から令和４年５月３０日までの９か月間、アクアラインに対して前記業務停

止命令により業務の停止を命ずる範囲の業務を新たに開始すること（当該業

務を営む法人の当該業務を担当する役員となることを含みます。）の禁止を

命じました。 

 

１ 処分対象事業者 

（１）名   称：株式会社アクアライン（屋号：水道屋本舗） 

（法人番号：３２４０００１０１４６６６） 

（２）本店所在地：広島県広島市中区上八丁堀８番８号第１ウエノヤビル６Ｆ 

（３）代 表 者：代表取締役 大垣内 剛 

（４）設   立：平成７年１１月１日 

（５）資 本 金：２億８０３０万９７００円 

（６）取 引 類 型：訪問販売 

（７）取 扱 役 務：水回りの修繕等 
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２ 特定商取引法の規定に違反又は該当する行為 

（１）契約の解除に関する事項及び顧客が役務提供契約の締結を必要とする事

情に関する事項につき不実のことを告げる行為（特定商取引法第６条第１

項） 

（２）訪問販売に係る役務提供契約の解除について迷惑を覚えさせる仕方で妨

げる行為（特定商取引法第７条第１項第５号の規定に基づく特定商取引に

関する法律施行規則第７条第１号） 

 

３ 消費者庁がした各行政処分の詳細は、以下の各別紙のとおりです。 

  別紙１：アクアラインに対する行政処分の概要 

  別紙２：大垣内剛に対する行政処分の概要 

  別紙３：蛭間勝利に対する行政処分の概要 
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【本件に関するお問合せ】 

 

本件に関するお問合せにつきましては、消費者庁から権限委任を受けて消

費者庁と共に特定商取引法を担当している経済産業局の消費者相談室で承

ります。お近くの経済産業局まで御連絡ください。 

なお、本件に係る消費者と事業者間の個別トラブルにつきましては、お話  

 を伺った上で、他機関の紹介などのアドバイスは行いますが、あっせん・仲

介を行うことはできませんので、あらかじめ御了承ください。 

 

北海道経済産業局消費者相談室     ０１１－７０９－１７８５ 

東北経済産業局消費者相談室      ０２２－２６１－３０１１ 

関東経済産業局消費者相談室      ０４８－６０１－１２３９ 

中部経済産業局消費者相談室      ０５２－９５１－２８３６ 

近畿経済産業局消費者相談室      ０６－６９６６－６０２８ 

中国経済産業局消費者相談室      ０８２－２２４－５６７３ 

四国経済産業局消費者相談室      ０８７－８１１－８５２７ 

九州経済産業局消費者相談室      ０９２－４８２－５４５８ 

沖縄総合事務局経済産業部消費者相談室 ０９８－８６２－４３７３ 

 

 

○ 消費者ホットライン（全国統一番号）  １８８（局番なし） 

身近な消費生活相談窓口を御案内します。 

※一部の IP電話、プリペイド式携帯電話からは御利用いただけません。 

○ 最寄りの消費生活センターを検索する。 

http://www.kokusen.go.jp/map/index.html 
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  （別紙１） 

 

株式会社アクアラインに対する行政処分の概要 

 

１ 事業概要 

株式会社アクアライン（以下「アクアライン」という。）は、消費者宅等同

社の営業所等以外の場所において、台所、トイレ、浴室、洗面所及び給排水管

等の修繕等に係る役務（以下「本件役務」という。）を有償で提供する契約（以

下「本件役務提供契約」という。）を締結していることから、同社が行う本件

役務の提供は、特定商取引に関する法律（昭和５１年法律第５７号。以下「特

定商取引法」という。）第２条第１項に規定する訪問販売（以下「訪問販売」

という。）に該当する。 

 

２ 処分の内容 

（１）業務停止命令 

アクアラインは、令和３年８月３１日から令和４年５月３０日までの間、

訪問販売に関する業務のうち、次の業務を停止すること。 

ア アクアラインが行う訪問販売に関する役務提供契約の締結について勧

誘すること。 

イ アクアラインが行う訪問販売に関する役務提供契約の申込みを受ける

こと。 

ウ アクアラインが行う訪問販売に関する役務提供契約を締結すること。 

 

（２）指示 

ア アクアラインは、特定商取引法第６条第１項の規定により禁止される

契約の解除に関する事項及び顧客が役務提供契約の締結を必要とする事

情に関する事項につき不実のことを告げる行為並びに同法第７条第１項

第５号の規定に基づく特定商取引に関する法律施行規則（昭和５１年通

商産業省令第８９号。以下「施行規則」という。）第７条第１号の規定に

該当する訪問販売に係る役務提供契約の解除について迷惑を覚えさせる

ような仕方で妨げる行為をしている。かかる行為は、特定商取引法に違

反し、又は同法に規定する指示対象行為に該当するものであることから、

当該行為の発生原因について、調査分析の上検証し、再発防止策を講ず

るとともに、コンプライアンス体制を構築（法令及び契約に基づく返金

及び解約の問合せ等に適切かつ誠実に対応することを含む。）し、これを

アクアラインの役員及び従業員に、前記（１）の業務停止命令に係る業
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務を再開するまでに周知徹底すること。 

イ アクアラインは、訪問販売により、本件役務提供契約を締結している

ところ、平成３１年２月１日から令和３年８月３０日までの間に同社と

の間で本件役務提供契約を締結した全ての相手方に対し、以下の（ア）

から（ウ）までの事項を、消費者庁のウェブサイト（ｈｔｔｐｓ：／／

ｗｗｗ．ｃａａ．ｇｏ．ｊｐ／）に掲載される、同社に対して前記（１）

の業務停止命令及び本指示をした旨を公表する公表資料を添付して、令

和３年９月３０日までに文書により通知し、同日までにその通知結果に

ついて消費者庁長官宛に文書（通知したことを証明するに足りる証票及

び通知文書を添付すること。）により報告すること。 

なお、令和３年９月１３日までに、契約の相手方に発送する予定の通

知文書の記載内容及び同封書類一式をあらかじめ消費者庁長官宛てに文

書により報告し承認を得ること。 

（ア）前記（１）の業務停止命令の内容 

（イ）本指示の内容 

（ウ）下記４（１）及び（２）の各違反行為の内容 

 

３ 処分の根拠となる法令の条項 

特定商取引法第７条第１項及び第８条第１項 

 

４ 処分の原因となる事実 

  アクアラインは、以下のとおり、特定商取引法に違反し、又は同法に規定

する指示対象行為に該当する行為をしており、消費者庁は、訪問販売に係る

取引の公正及び役務の提供を受ける者の利益が著しく害されるおそれがある

と認定した。 

（１）役務提供契約の解除に関する事項につき不実のことを告げる行為（特定

商取引法第６条第１項） 

アクアラインは、令和２年７月から９月までの間に、訪問販売に係る役

務提供契約の解除を妨げるため、実際には、本件役務提供契約はクーリン

グ・オフをすることができるにもかかわらず、特定商取引法第５条第１項

の書面を受領した日から起算して８日以内に本件役務提供契約のクーリン

グ・オフを申し出た消費者に対し、「材料はすでに発注済みなので、材料費

だけでも払ってもらえませんか。」、「では、材料費はいりません。でも、カ

ランのお金は払ってもらいます。」、「見積書の裏にクーリング・オフができ

ないと書いてるやろ。ちゃんと読んでもらってますか。」、「消費生活セン

ターに相談してもかめへん。クーリング・オフができないことに変わりは
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ない。」、「私の誠意はどうなるんですか。」、「うちには、クーリング・オフ

はありません。」、「これからお宅に行かせてもらおか。」などと、あたかも

本件役務提供契約をクーリング・オフすることができないかのように告げ

た。 

       

（２）役務提供契約の締結を必要とする事情に関する事項につき不実のことを

告げる行為（特定商取引法第６条第１項） 

アクアラインは、平成３１年２月から４月までの間に、訪問販売に係る

役務提供契約の締結について勧誘をするに際し、実際には、勧誘の相手方

である消費者宅のトイレの不具合を修繕するための部品の製造は終了して

おらず、必ずしもその修繕のためにトイレ一式を取り替える必要がないに

もかかわらず、当該消費者に対し、「水の流れが悪くなっているのは、電気

系統の部品の故障が原因ですね。」、「このトイレは、１０年以上前のトイレ

で、製造中止になっています。交換部品があるかどうかを、これから確認

します。」、「部品は製造終了していて、在庫もないので、修理はできません。

トイレ一式を全部交換するしかないですね。トイレ一式を交換するのであ

れば、先ほどの便器脱着工事の代金はいただきません。」などと、あたかも

当該消費者宅のトイレの不具合を修繕するための部品の製造が終了してお

り、その修繕のためにトイレ一式を取り替える必要があるかのように告げ

た。 

   

（３）訪問販売に係る役務提供契約の解除につき迷惑を覚えさせる仕方で妨げ

る行為（特定商取引法第７条第１項第５号の規定に基づく施行規則第７条

第１号） 

アクアラインは、令和元年１１月から令和２年１月までの間に、特定商

取引法第５条第１項の書面を受領した日から起算して８日以内に、書面に

より本件役務提供契約のクーリング・オフをした消費者に対し、２日間に

わたり、既に役務の提供をしてしまっているので原状回復ができないこと

や消費者から訪問の依頼を受けて夜間の対応をしたことを繰り返し主張す

るなど、執ように当初の契約金額から値引きした額で合意するよう促し、

本件役務提供契約の対価の一部の支払を求め続けるなど、訪問販売に係る

本件役務提供契約の解除について迷惑を覚えさせるような仕方でこれを妨

げた。 

    

５ 事例 

【事例１】（役務提供契約の解除に関する事項につき不実のことを告げる行為） 
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アクアラインの従業員Ｚは、令和２年７月から９月までの間に、見積りが無

料であること及び作業等に係る数千円程度の料金が表示された同社のウェブ

サイトを見て、同社に対し漏水箇所の点検と見積を依頼するため同社の訪問を

依頼した消費者Ａに対し、役務の対価を２０万円以上（消費税込み）とする給

水給湯管交換工事に係る役務提供契約の締結について勧誘をし、Ａとの間で、

当該契約を締結した。Ｚは、当該契約を締結した日の４日後、電話によりクー

リング・オフを申し出たＡ及びその配偶者に対し、その電話において、「材料

はすでに発注済みなので、材料費だけでも払ってもらえませんか。」、「では、

材料費はいりません。でも、カランのお金は払ってもらいます。」、「見積書

の裏にクーリング・オフができないと書いてるやろ。」、「消費生活センター

に相談してもかめへん。クーリング・オフができないことに変わりはない。」、

「私の誠意はどうなるんですか。」、「うちには、クーリング・オフはありま

せん。」、「これからお宅に行かせてもらおか。」などと、あたかも当該契約

をクーリング・オフすることができないかのように告げた。 

 

【事例２】（役務提供契約の締結を必要とする事情に関する事項につき不実のこ

とを告げる行為） 

アクアラインの従業員Ｙは、平成３１年２月から４月までの間に、見積りが

無料であること及び作業等に係る数千円程度の料金が記載された同社の広告

を見て、同社に対し、トイレの水の詰まりを修繕するための見積り又は当該広

告に表示されていたような安価な料金での修理を依頼するため同社の訪問を

依頼した消費者Ｂに対し、役務の対価を３０万円以上とする便器一式の交換工

事に係る役務提供契約の締結について勧誘をした。Ｙは、その際、Ｂに対し、

「水の流れが悪くなっているのは、電気系統の部品の故障が原因ですね。」、

「このトイレは、１０年以上前のトイレで、製造中止になっています。交換部

品があるかどうかを、これから確認します。」、「部品は製造終了していて、

在庫もないので、修理はできません。トイレ一式を全部交換するしかないです

ね。トイレ一式を交換するのであれば、先ほどの便器脱着工事の代金はいただ

きません。」などと、あたかもＢ宅のトイレの不具合を修繕するための部品の

製造が終了しており、その修繕のためにトイレ一式を取り替える必要があるか

のように告げた。 

 

【事例３】（訪問販売に係る役務提供契約の解除につき迷惑を覚えさせる仕方で

妨げる行為） 

アクアラインの従業員Ｘは、令和元年１１月から令和２年１月までの間に、

見積りが無料であること及び作業等に係る数千円程度の料金が表示された同
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社のウェブサイトを見て、同社に対し当該ウェブサイトに表示されていた程度

の安価な修繕を依頼するため同社の訪問を依頼した消費者Ｃに対し、役務の対

価を６万円以上とする便器取付け工事等に係る役務提供契約の締結について

勧誘をした。Ｃは、当該契約を締結したものの、親族から当該契約の金額が高

額であるとの指摘を受け、その翌日、消費生活センターに相談の上、書面によ

り当該契約についてクーリング・オフをした。 

Ｃが当該クーリング・オフをした日の数日後、アクアラインの従業員Ｗは、

Ｃの相談を受けて同社に対し当該契約のクーリング・オフに応じるよう２日間

にわたって求め続けた消費生活センターの担当者に対し、既に役務の提供をし

てしまっているので原状回復ができないことやＣから訪問の依頼を受けて夜

間の対応をしたことを繰り返し主張するなどして、当該契約についてクーリン

グ・オフをするのではなく、当初の契約金額から値引きした額で合意するよう

執ように要求し続け、当該相談員をして、かかる一連のＷの発言をＣに伝えさ

せ、Ｃによるクーリング・オフを妨げた。 

その結果、Ｃは、疲弊するなどしたため、書面により当該契約についてクー

リング・オフをしていたものの、クーリング・オフを諦め、当該契約の対価の

一部を支払うこととし、Ｗが提案した金額を支払った。 
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（別紙２） 

 

大垣内 剛に対する行政処分の概要 

 

１ 名宛人 

  大垣内 剛（以下「大垣内」という。） 

 

２ 処分の内容 

大垣内が、令和３年８月３１日から令和４年５月３０日までの間、次の業

務を新たに開始すること（当該業務を営む法人の当該業務を担当する役員と

なることを含む。）を禁止すること。 

（１）特定商取引に関する法律（昭和５１年法律第５７号。以下「特定商取

引法」という。）第２条に規定する訪問販売（以下「訪問販売」という。）

に関する役務提供契約の締結について勧誘すること。 

（２）訪問販売に関する役務提供契約の申込みを受けること。 

（３）訪問販売に関する役務提供契約を締結すること。 

 

３ 処分の根拠となる法令の条項 

  特定商取引法第８条の２第１項 

 

４ 処分の原因となる事実 

（１）別紙１のとおり、株式会アクアライン（以下「アクアライン」という。）

に対し、特定商取引法第８条第１項の規定に基づき、同社が行う訪問販売

に関する業務の一部を停止すべき旨を命じた。 

（２）大垣内は、アクアラインの代表取締役であり、かつ、同社が停止を命ぜ

られた業務の遂行に主導的な役割を果たしていた。 
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（別紙３） 

 

蛭間 勝利に対する行政処分の概要 

 

１ 名宛人 

  蛭間 勝利（以下「蛭間」という。） 

 

２ 処分の内容 

 蛭間が、令和３年８月３１日から令和４年５月３０日までの間、次の業務

を新たに開始すること（当該業務を営む法人の当該業務を担当する役員とな

ることを含む。）を禁止すること。 

（１）特定商取引に関する法律（昭和５１年法律第５７号。以下「特定商取

引法」という。）第２条第１項に定める訪問販売（以下「訪問販売」とい

う。）に関する役務提供契約の締結について勧誘すること。 

（２）訪問販売に関する役務提供契約の申込みを受けること。 

（３）訪問販売に関する役務提供契約を締結すること。 

 

３ 処分の根拠となる法令の条項 

  特定商取引法第８条の２第１項 

 

４ 処分の原因となる事実 

（１）別紙１のとおり、株式会社アクアライン（以下「アクアライン」という。）

に対し、特定商取引法第８条第１項の規定に基づき、同社が行う訪問販売

に関する業務の一部を停止すべき旨を命じた。 

（２）蛭間は、特定商取引法第８条の２第１項第１号に規定する使用人であり、

かつ、アクアラインが停止を命ぜられた業務の遂行に主導的な役割を果た

していた。 

 

 

 

 


